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1  はじめに   
  戦前日本の人口統計は、明治 2 年の戸籍編成に伴い開始された戸籍登録制度の成立を端




サスたる国勢調査の場合、その法律は明治 35 年に制定され、そこでは 3 年後に実地調査を
行なうべきことが決定められていたものの、その後様々な事情により延期され、実際に調
査が実施されたのは大正 9 年 10 月１日のことであった1。 
確かに第 1 回の国勢調査は、国際的に見れば非常に遅く開始されたことは事実である。
例えば2、アメリカでは 1790 年から 1910 年までの間にすでに計 13 回のセンサスが実施さ
れているし、イギリスやフランスもまた 1801 年に初回のセンサスを実施している。インド
や香港での調査も、それぞれ 1872 年、1881 年にスタートした。だがこのことは、必ずし
も日本の人口センサスの質が、 他国よりも劣っていたことを意味してはいない。 例えば 1910
年アメリカで行なわれた人口センサスは、 計 7 万人以上の調査員を動員し１ヶ月を要した。
それに対し日本で行なわれた近代的国勢調査では、10 月 1 日午前零時現在の人口状態を調
査すべく、全国を 20 万以上の調査区（1 調査区は平均約 55 世帯、人口数 276 人）に細か





                                                  
*本稿は未完稿のため、引用は遠慮願いたい。 
1  延期された諸事情の詳細は、藪内武司[1995]などを参照のこと。 
2  世界各国の状況は日本国勢調査記念出版協会（編）[1921]を参考。 
3相原茂等[1971、第 5 章]を参考。 




































                                                  















































報を再整理した。 そのとき、 付表の項目 14～16、 20 および項目 25～27 にある 「農業関係」 、
「各種委員」、 「各種組合」の 3 種類を仕事の性質により、それぞれ「農業」、 「非農業」、










2  国勢調査の業務と調査員   
2.1  国勢調査員の職務―東茨城郡緑岡村の例 
  国勢調査には、まず（1）実地調査しかも世帯（単位）徴集式調査であること、また（2）
調査用紙を各世帯に配布し自計式または他計式を通してありのままを調査すること、さら








る。また大正 9 年 9 月 2 日の『茨城県報』で、各市町村の国勢調査員の名前も公表されて
いる。 
  東茨城郡緑岡村大字小吹に在住する小林敬義氏は9、大正 9 年 6 月 26 日に村役場（村長
中川松之助）から国勢調査員として推薦される正式な書類を受け取り、全村 18 調査区に配
置される 18 名（緑岡村告示第 20 号により調査区の番号、区域、調査員の氏名などが開示
されている）の国勢調査員の一人となったのである。表 1 と表 2 には、同村の国勢調査員
が役場から受領した主要書類のリスト、および同村における国勢調査の順序・調査員の職
務が記されている10。 
                                                  
7  例えば佐藤正広[2002、第 10 章]を参照のこと。 
8  『茨城県報』699 号・283 頁、751 号・94～99 頁。 
9以下の記述は小林敬義[1920]を参考した。同資料の大部分は小林氏が大正 9 年村役場から
受け取った謄写版印刷物の綴りである。 


























  まず調査員は 8 月 7 日午前 8 時、礼服姿で事前に予告された村の小学校で開催される調

















































  以上のように調査員側と被調査者側の様々な準備が行なわれる一方、 9 月 1 日午前零時現
在の予備調査の準備も着々と進められている。表 2 に表わされている予定より少し遅れた
形で、調査員たちが予備調査のための世帯番号札および国勢調査宣伝書の各世帯への貼り
 7付けや送付を 8 月 24 日までに完了すると同時に、照査表の記入も済ませるべしとの指示を
受けている（臨国調第 9 号）。また予備調査終了後の 9 月 18 日には、配布した用紙の確認
書類が村長から正式に届いている11  。予備調査の手順は 10 月 1 日の本調査とほぼ同じで
あるが、ただ本調査では、申告書用紙の交付を受けるとただちに調査員たちはその場で各
世帯の住所や世帯番号を申告書用紙に記入しなければならないのである。 
                                                 
  また予備調査を通して調査員の教育訓練も着実に行なわれている点を指摘しておきたい。
例えば予備調査終了後の 9 月 8 日、申告書および照査表の査閲の件で郡役所の係員が緑岡
村に出張し、午前 8 時から調査員たちが会合している（第 11 号）。また 24 日の午前 8 時
から、予備調査の査閲結果を材料として、国勢調査事務研究会が村役場で開催されている
（臨国調第 13 号）。そこでは予備調査の問題点やこれからの注意事項などの計 21 条にわ
たる『国勢調査に関する件』が配布されたのであった。 
  とりわけ表 2・表 1 からも分かるように、国勢調査員の職務に関しては、8 月 7 日の辞令
交付および調査員協議会の開催から 10 月下旬の予備調査申告書の各世帯への送還や 11 月
中旬の手当請求まで、およそ 3 カ月にわたっていることが明らかになった。特にやり方に
は大差のない予備調査と本調査の両方があるので、調査員の体力にかかる負担も決して少












   




11小林調査員は番号札 43 枚、照査表 2 枚、宣伝書（原文は注意書として書いてある）42 枚
を使った記録が残っている。また 9 月 18 日の「臨国調第 12 号」では、「準備」調査とい
う言葉が使われている。なお大正 8 年内閣訓令「国勢調査地方事務取扱規程」には「準備
調査」に関する説明がある。 

















茨城県は、大正 9 年の第 1 回国勢調査および昭和 5 年の第 3 回国勢調査のとき、「国勢
調査地方事務取扱細則」を県訓令として出している。そのなかには国勢調査員推薦書の書



















図 1  国勢調査員推薦内申書にみる調査員推薦基準の変化 
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資料出所：「国勢調査地方事務取扱細則（大正 8 年茨城県訓令第 35 号）」および「昭和 5















 10（柴博編、国勢調査名誉鑑出版所、1922）および『第 2 回茨城県国勢調査員名鑑』（赤松
豊三郎編、常総新聞社出版部、1931）を利用し、調査員たちの素顔を見ていく。 
例えば西茨城郡東那珂村では、県報に公告された大正 9 年および昭和 5 年の国勢調査員
の数はそれぞれ 25 人と 22 人である。名簿収録されている同村の国勢調査員数はそれぞれ
14 人と 13 人である14。なお集計作業を行なってみると、学歴の分かる調査員が全体として
少ない。1920 年には「郷校」「尋常高等小学校」「高等小学校」のような記述があるが、
1930 年では初等教育の記述がなくなり、代わりに「真岡中学校」「笠間中学校」「笠間農





大正 9 年： 















昭和 5 年： 
③  飯田○○氏  西茨城郡東那珂村字友部 
  明治三十一年二月十六日出生。家は歴世農を業とし、甚はだ富む。氏、夙に県立真岡中
学校を卒業し、爾来村役場に書記として、実務に習熟す。頭と手と、両つなから完し。乃
                                                  















3  国勢調査員の性格―集計結果       
  ここで我々は、前述したような調査員の個人情報の集計作業を試みた。その結果は以下
のようになっている。 
  まず、表 3 は国勢調査員の職分布を示している。ここでは、1920 年国勢調査の職業分類
（大分類と中分類）を利用して調査員の職業を考察した。水産業、鉱業の 2 業種はサンプ
ル数が少ないゆえ、それぞれは農業、工業と合算した。また 2 カ年のサンプルサイズ 3755
のうち、職業に関する欠損が多く、1194 に達する。我々は資料の性質を勘案し、農業のな
かに入れてみた。なお全サンプルのなか、会社員や会社役員などの記述もあり、事後分類
がほぼ不可能なケースは 68 にもなる。ここでは一応その他に分類した。 
  その結果、茨城県国勢調査員においては、1920 年および 1930 年に農業を営んでいる人
はそれぞれ 1716 と 1281 人になり、全体の 78％と 82％である。すなわち当時典型的な農
業県である茨城県においては、日常農作業をしている調査員は全体の 8 割前後になるとい
ってよいのである。 また工業と商業においては、 そのシェアーは 1920 年の 3％と 6％から、
1930 年の 5％と 8％までに大きく伸びている。 それは 20 年代茨城農村の社会経済構造の変
化を色濃く反映しているのであろう。しかも工業のなかに、醤油や酒の醸造に加え、豆腐
や精米の生産などが大半を占めており、 商業のなかには物品の販売が 8 割弱になっている。 
  とりわけ公務・自由という職業に関する変化に目を離せない。その人数は 1920 年の 195











農業 1716 1281 2997
うち［兼業者］ 25 63 88
うち［水産業］ 5 13 18
うち［欠損］* 1040 154 1194
工業 67 85 152
　　　　　　うち［鉱業］ 1 6 7
うち［食品］ 41 43 84
商業 139 131 270
　　　　　　うち［販売］ 106 109 215
交通 15 7 22
公務・自由 195 51 246
うち［医療］ 23 15 38
うち［教育］ 133 26 159
うち［官吏］ 19 2 21
うち［宗教］ 16 6 22















(1) 1920年 42.28 10.39 1721
(2) 1930年 43.12 10.14 1539
　うち：　元国勢調査員 46.79 9.22 377




































































  また国勢調査員の年齢に関しては、表 4 に示される通りである。1920 年国勢調査の時の
平均年齢は 42.28 歳で、10 年後の国勢調査の時の 43.12 歳に比べるとおよそ 1 歳弱若くな
っている。しかもそのようなことは統計的に有意である（Ｔ検定）。なぜそのような現象
 14が起きたのか。実は 1930 年には、経験のある国勢調査員、すなわち前国勢調査員（1920
年もしくは 1925 年の時すでに国勢調査に参加した人々）が大勢利用されたがゆえ、平均年
齢に影響を与えたのである。彼たちの平均年齢は 47 歳弱であり、1920 年の 42 歳よりはる





報を初等教育、中等教育、高等教育、その他の 4 つのカテゴリーに分類してみた（表 5 を
参照）。その結果、高等教育を受けた人のシェアーはそれほど大きな変化が見えないもの








うかにおいても大きな変化が見られる（表 7）。つまり 1920 年は全体 19.45％の調査員が
従軍の経歴を持っているのに対し、1930 年にはその比率が 27.52％で大幅に増加し全体の












れて考えると、1930 年初等教育を受けた調査員数は、表 5 に表わした 60 人よりははるか
に多いと思う。つまり小学校卒は当たり前だと思って記入しなかったケースが増えてきた

























































































  以下の表 8-1 および表 8-2 では、 国勢調査員が地域社会に担当している様々な公職の状況
およびその変化を表している。今までと同様に各種の角度から集計しているので、一人が
複数の職を担うケースが多い。ここでのいわゆる公職ということは、調査員たちが各町村



































門統計調査員の比率が、1920 年は 3.84％しかないが、1930 年の時に急速的に増え、全
体の 33.89％までに伸びている。それにさらに前職の専門調査員を含めて計算してみる
と、1930 年の専門調査員が 714 名になり、全体 1570 人の 45％で半数近くになる。そ
































専門家 非専門家 小計 専門家 非専門家 小計
名望家 76 1148 1224 359 457 816
非名望家 48 913 961 355 399 754


















                                                 
今ここで、これまで得られた単純集計の結果をよりはっきりさせるため、現職前職を
 
17  王健・清川雪彦[2007]。 





すなわち表 10 にも表わされているように、名望家層において、1920 年は 1224 人で
あり、全体の 56％強を超えている。しかし 1930 年には 816 人がいて全体の 52％弱で
あり大きく縮小する。その代わりに専門家層においては、1920 年および 1930 年の上
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